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【概要版】
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　「横浜市中期計画2026-2029（以下「本計画」という。）」は、2040年頃の横浜のありたい姿として、都市像
「明日をひらく都市」を継承し、現状の課題解決に取り組みながら、「市民生活の安心・安全」と「横浜の持続
的な成長・発展」を目指す、横浜市の新たな中期計画です。

【 計画の位置付けと策定経過 】

計画の考え方

　本計画は、現在と未来の両方の視点で都市の将来像と施策を捉え、「都市像」、「戦略」、「政策」、「施策」の
体系化や、計画で予算を固定せず、行政・財政を変革させながら最適な事業を追求するとした前計画の
考え方を継承しています。
　加えて、より戦略的・体系的な計画へと高め、市民の皆様の実感を評価の軸に置いて、目標に向けて
柔軟に必要な取組や手段を選択し、実践していくスキームとし、市民の皆様の暮らしの意識や状態を定期
的に把握しながら、その向上等を目指して、４年間で重点的に進める戦略や取組を中心に記載しています。

【 本計画の特徴 】

　平和や人権の尊重を市政の基調に据え、本計画を４年間の重要方針とし、個別分野別計画など横浜市が
進める全ての政策や施策と連動させることにより、市民の皆様やこれから横浜を共に育む仲間となる皆様
が、明るく元気に自分らしく生きることができ、横浜での暮らしや活動に価値を実感できる、そして世界に
誇れる都市を目指していきます。

【 市政の基調と目指す都市 】

市政全体

全ての
政策や施策を連動させ、
推進

４年間で重点的に進める戦略や取組

明日をひらく都市都市像

横 浜 の 未 来
ー 都市像「明日をひらく都市」へ（2040年頃の横浜のありたい姿）ー

　都市像「明日をひらく都市」は、2040年頃の横浜のありたい姿をあらわしています。「横浜市中期計画
2026-2029」においても、「明日をひらく都市」を2040年頃の横浜のありたい姿として継承します。そし
て、横浜に関わる全ての皆様と、共に未来を切り拓いていくための共通の大方針として、引き続き共有、活
用していきます。

※「明日をひらく都市」は、変化が激しく先行きが見通しにくい不確実な社会にあって、「横浜市中期計画2022-2025」の策定を機に、
法令等に留意し、４年ごとに策定する中期計画の指針にするという考え方に立って策定した都市像です。横浜市は、あらゆる機会を
捉えてこの指針を内外に発信・共有し、横浜に関わる多様な人・企業・団体の皆様と共に未来を切り拓いていくための共通の大き
な考え方として活用してきました。

※「明日をひらく都市」は、社会の変化に対応しながら持続可能で包摂的な都市を目指す方向性として示したもので、横浜市基本構想
（2006（平成18）年策定）を踏まえて策定しています。「明日をひらく都市」を本計画でも継承していくとする考えのもと、横浜市基
本構想を今後も継承していきます。

市政の基礎となり、
日々の生活や活動を支える

個別分野別計画、
業務サービスなど

OPEN × PIONEER
2040 YOKOHAMA

明日をひらく都市
共にめざす都市像

社会の変化が早く、先を見通しにくい時代になっている今こそ、
都市や暮らしの在り方をもう一度、皆さんと共有し直すことが必要です。

私たちのまち横浜は、150年以上前から先人たちが未来を切り拓いてきた、挑戦の地です。
ありたい姿を追求し、皆さんと共に力をあわせて、つくってきた今の横浜。
これから、私たちが、この困難な時代を乗り越えて、子どもたちに、

未来につないでいかなければなりません。

横浜は、全ての人の「明日をひらく都市」であり続けたい。
様々な困難を抱えていても、その人が望む道を選択し、みんなで応援する都市。

多種多様な人の才能、その人らしい可能性をひらく都市。
たくさんの人が集い、明日を感じ、語らいあえる都市。

多くの様々な企業が集まり、つながり、新しい価値を生み出しつづける都市。
自然や文化をはじめとした、豊かなまちの魅力をひらく都市。

横浜が持続可能であることはもちろん、地球における持続可能性をひらく都市。

横浜に関わる、全ての人が前を向き、希望にみちあふれた毎日を送れる、
世界のどこにもない都市を共につくりましょう。

明日に向けた一人ひとりの行動が、新しい横浜をつくっていきます。



市民生活の安心・安全

×あらゆる世代・多様な市民の皆様が
安心・安全を基本に、

自分らしくいきいきと暮らすことのできる
「住みたい・住み続けたいまち」を目指します

横浜の持続的な成長・発展
世界をリードする都市として
持続的に成長・発展することで
未来に希望を抱くことができる
「選ばれるまち」を目指します
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　2026（令和８）年度から2029（令和11）年度までの４年間の計画とします。

計画体系
　本計画では、戦略として、「市民生活の安心・安全×横浜の持続的な成長・発展」を掲げ、現状の課題解決に
取り組みながら、未来につなぐ政策を推進し、「明日をひらく都市」の実現に取り組みます。

戦  略

計画期間

O P E N × P I O N E E R  2 0 4 0  Y O K O H A M A
共にめざす都市像

明日をひらく都市
「財政ビジョン」を市政運営の土台とし、「行政運営の基本方針」に基づき、
横浜市役所は組織・人材の力を存分に発揮し、市民や団体、企業の皆様と共に、

〈14の政策分野からなる総合的な取組〉と〈横浜の成長・発展に向けた横断的な取組〉により、
「明日をひらく都市」の実現を目指します。

戦 略

総合的な取組

横断的な取組 テーマに関連する施策群による横断プロジェクト

横浜の成長・発展に向けた 「明日をひらく都市プロジェクト」

循環型都市への移行 観光・経済活性化 未来を創るまちづくり

市民生活の安心・安全 × 横浜の持続的な成長・発展

政策・財政・行政が連動し、持続可能な市政運営を更に推進し、「施策の推進」と「財政の健全性の維持」を両立

市役所の改革「行政運営の基本方針」
　　～ リ・デザイン※2（市民サービス革新、地域支援の進化、行政事務・組織改革） ～

市政運営の土台「横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン」
　　～ 「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例」に基づく基本方針とアクション ～

政策の分野（14の政策群） 33の施策群
毎日の安心・安全

防災・減災

医療・保健

こども・子育て

教　育

高齢・長寿

障害児・者

暮らし・コミュニティ

交　通

にぎわい・スポーツ・文化

産　業

まちづくり

環境との共生

みどり

施策群
施策群

施策群
施策群

施策群
施策群

政策群 1

政策群 2

政策群14

●各施策群は個別分野別計画と連動
●アウトカム※１指標により進捗管理

政策群は、政策分野に関連する取組を
まとめた施策群で構成

※１ アウトカム ： 施策・事業の実施により発生する社会的・環境的成果
※2 リ・デザイン ： 既に存在する仕組みやサービスなどを、新たな目的や状況に合わせて再度設計し直すこと
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【80%】

【85%】

【30時間以下に抑制】　　　　

横浜市役所が実践するデータ駆動型経営
 「市民目線の経営サイクル（PDＣＡ）」の中で、「目指すべき状態」と「アウトカム指標」の進捗状況を

適時適切に検証し、改善を図ることで、成果を発現

P（Plan）
市民目線で、政策・施策の
「目指すべき状態」とそれを測る
「アウトカム指標」を設定※１

データドリブンプロジェクト(ＤＤＰ)により
施策の質の向上とともに

経営資源活用の本質的な「検証・改善」を実践

◆市民目線の経営サイクル

政策・施策の
実行※２

D（Do）
「アウトカム指標」の
進捗状況を把握し、
データに基づき検証

C（Check）
毎年度の予算案や
区局の運営方針に
改善を反映

A（Action）

データの面から経営サイクルを支える土台（人材育成や環境整備など）

データ収集 分析・可視化 検討・議論

市民の皆様の
暮らしの意識
政策指標

中間的な
政策効果

主な
活動量

主な
活動

計画期間に
おける成果
施策指標

■ 政策－施策体系図

　基礎自治体が対応すべき行政分野の取組を、14の政策群・33の施策群にまとめました。
　政策群に設定した「市民の実感を測る政策指標」（現状値（令和７年度の実績））の向上等を目指し、施策群の
取組を今後４年間で重点的に取り組んでいきます。

インフラ施設が安心・
安全に利用できるまち
だと思いますか

78.0%66.8%治安の良いまち
だと思いますか

市民実感を測る政策指標

市 民 実 感
を測る政策指標

市 民 実 感
を測る政策指標

市 民 実 感
を測る政策指標05

政策群
教育

04
政策群

こども・子育て

03
政策群

77.9%安心して適切な医療が受けられるまち
だと思いますか

57.0%子育てしやすいまちだと思いますか

57.4%教育環境が充実しているまち
だと思いますか

医療・保健

空調設備やエレベータの設置・更新、中学校全員給食の着実な推進等ソフト・ハード両面からの教育環境整備、柔軟で
多様な学びの環境づくり、「子ども主体の学び」による資質・能力の着実な育成、先端技術を取り入れた英語教育、
教職員の養成・採用・育成・働き方の一体的な改革の推進

一時預かり施策の充実、18歳までの小児医療費助成の無償化、待機児童※２や保育の必要性が高い保留児童※３の
解消、年齢に応じた体験機会の充実、学校の長期休業期間中の昼食提供、困難を抱えるこどもやその家族を社会
全体で見守り・支える環境づくり

地域中核病院及び市大附属２病院・医学部等の再整備等の支援や検討、AI・デジタル技術の積極的な活用、地域完結
型医療の推進、総合的ながん対策、生活習慣の改善や生活習慣病の発症予防、重症化予防、歯科口腔保健や食環境
づくり

発災時の安全の確保、誰もが安心して避難生活を送ることができる避難所環境の整備、広域防災拠点の整備、浸水
対策や河川護岸の整備、崖地の安全対策、多様な手段を活用した避難行動の支援や啓発活動

先端技術の活用による「暗がり」解消、通学路をはじめとした歩行者が安心して通行できる空間整備、インフラ施設
の計画的な保全や長寿命化・更新等

●栄養バランスを考えて食事をしている
児童生徒の割合

●中学卒業段階でCEFR※４A１相当以上の
生徒の割合

●月の時間外在校等時間の平均時間

【100%】
【小6 ： 87％】
【中3 ： 87％】
【小6 ： 90％】
【中3 ： 70％】 　　　　　　　

【480,019人】
【0人】　　　　　　

【22,000人】

【84.5％】
【700,000人】

【6分台を維持】

【避難者３食３日分】
【80％】

【100％】

【100％】
【100％】

【100％】

主
な
取
組

主
な
取
組

主
な
取
組

主
な
取
組

主
な
取
組

主
な
指
標

主
な
指
標

主
な
指
標

主
な
指
標

主
な
指
標

01
政策群

毎日の安心・安全

施策群
教育環境の整備（ソフト・ハード）10

学力の向上12
安心して生活できる学びの環境づくり11

教職員13

　データ駆動型経営へ本格移行し、「政策‐施策」の体系（政策‐施策体系図）のもと、今後４年間で重点的に進
める総合的な取組と、「明日をひらく都市プロジェクト」の横断的な取組を推進し、個別分野別計画等の推進
とあわせ、市民生活の向上を目指します。
　本計画をもとに進める今後４年間の重点的な取組や個別分野別計画に基づく取組など、横浜市が進める
全ての施策や事業について、「市民目線の経営サイクル（PDCA）」のもと、市役所全体でガバナンスとマネジ
メントを発揮しながら推進します。

データ駆動型経営への本格移行

に　　　　　　　　   を目指す施策指標

　こうした経営サイクルの一環として、計画策定時に、政策・施策について、

を、それぞれアウトカム指標として設定しました。
　なお、こうした指標のほかに、人口（転入超過数、生産年齢人口、出生率）、市内就業者数、市内総生産、
市内CO2排出量をはじめ、本計画での中間的な政策効果などの数値の動きも確認・留意しながら、戦略の
推進に生かしていきます。

政 策 群

施 策 群

市民の実感

成果発揮

に　　　　　　　　   を測る政策指標

※１ 計画策定段階で、市民目線を中心とした最上位の目標から、その実現に向けた中間的な政策効果、中期計画期間における成果までを
バックキャスティングで設定し、可能な限り可視化

※２ 最適な手法の選択、協働・共創の推進

災害に強いまちだと思いますか 45.6%市 民 実 感
を測る政策指標02

政策群
防災・減災

14の政策群と33の施策群 ※政策群・施策群の取組の
　詳細はこちら

※1 重点対策地域 ： 「横浜市密集市街地における地震火災対策計画」に基づき、延焼危険性が特に高く、重点的に対策を推進する地域
※２ 待機児童 ： 国の集計方法に基づき、保留児童から横浜保育室入所者等を除いた児童　※3 保留児童 ： 保育所等に利用申込をしたが、保育所等を利用できていない児童
※４ CEFR ： 「外国語の学習・教授・評価のためのヨーロッパ言語共通参照枠（Common European Framework of Reference for Languages）」の略称。外国語能力を

６段階で評価する国際的な基準

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【20,000人】
【14,500回】
【7,700人】

（累計）

【91％】
【90％】

【維持・増加】
（87.8％以上）

【100％】　　
【100％】　　

【75％以上】

【0人】　
【100％】

【39％】

●一時保育・乳幼児一時預かり等の利用実人数
●こどもの体験機会数（スポーツ・文化・農を含む）
●若者の社会参加に向けた支援による
改善者数

●入院医療の市内完結率 回復期
●がん精密検査の受診率
●健康に気を付けていると答えた市民の割合

●トイレ洋式化率（市立小中学校）
●広域支援部隊の現地司令施設の整備進捗率
●自宅の災害リスクを知っていると答えた市民
の割合（地震・風水害）　　

●通学路でのこどもの交通事故死亡者数
●路面下空洞調査の完了率
（４年間で調査が必要な延長に対する割合）
●送配水管の更新・耐震化の完了率（送配水管の耐震管率）

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

●エアコン設置率（市立小中学校体育館）
●学校が安心できる場所だと感じている
児童生徒の割合

●算数（数学）の授業で学習したことを、普段の
生活の中で活用できている児童生徒の割合

●小児医療費助成の対象者数
●待機児童数
●放課後キッズクラブ・放課後児童クラブに
おける長期休業期間中の昼食提供利用者数

●入院医療の市内完結率 急性期
●がん検診の受診者数
●緊急度が高い傷病者に対する
救急車等の現場到着平均時間

●食料・飲料水備蓄量（地域防災拠点）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●重点対策地域※1内の感震ブレーカー設置率　
●「浸水リスクが高く早期に整備する地区」の
事業着手率

●夜間照度（灯りの充足率）
●防犯カメラの設置率
 （自治会町内会新規要望充足率）
●小学校周辺の防犯カメラ機能付き防犯灯設置率

施策群
防犯、歩行者の安心・安全01
インフラ施設の安全確保02

施策群

施策群

子育て支援

医療・救急・保健

06

05

こどもの体験機会づくりと居場所の充実08
保育・幼児教育07

困難な状況にあるこども・家庭への支援09

施策群
地震防災対策03
風水害対策04



困難を抱えた人の支援
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07
政策群

障害児・者

09
政策群

交通

10
政策群

にぎわい・スポーツ・文化
※5 フレイル ： からだとこころの機能が低下し、将来介護が必要になる危険性が高くなっている状態　※6 ハイリスクアプローチ ： 健康リスクが高い対象者に対して、働きかけること
※7 グループホーム ： 当該項目では、障害のある人が地域の一般的な住居で家庭的な雰囲気のもと、共同生活を行う住まいの場のことをいう
※8 住宅ストック ： 市内に現存する住宅
※9 MICE ： 企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive Travel）、国際機関・団体、学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、

イベント（Exhibition/Event）などの総称
※10 サーキュラーエコノミー ： シェアや修理、リサイクルなどの取組を通じて資源を循環させ、新たな資源やエネルギーの投入を減少させていく経済モデル
※11 スタートアップ ： 一般的に「新しい企業であって」、「新しい技術やビジネスモデル（イノベーション）を有し」、「急成長をめざす企業」のことを指す
※12 中小企業雇用者数 ： 法人市民税課税台帳データから、市内中小企業の市内従業者数を抽出して算出
※13 カーボンニュートラル ： �二酸化炭素などの温室効果ガスの人為的な発生源（事業活動や日常生活）による排出量と、建設資材等の原材料への二酸化炭素の再利用や森林吸収等

による除去量とが均衡した、温室効果ガス排出量の実質ゼロを指す
※14 再資源化 ： ごみとして排出された廃棄物（プラスチック、紙、建設廃棄物など）を、そのまま処分せず、新たな製品の原材料やエネルギー源として再利用できる状態に加工する活動
※15 環境クレジット制度 ： 企業等が温室効果ガス削減量を取引できる制度
※16 シェアリングエコノミー ： 消費者庁の「あんぜん・あんしんシェアリングエコノミー利用ガイドブック」によると、インターネットを介して個人と個人・企業等との間で活用可能な資産

（場所・モノ・スキル等）をシェア（売買・貸し借り等）することで生まれる新しい経済の形
※17 投入資源削減量 ： 焼却や埋立処理していたものを、リユースやリサイクル等により循環させることで、製品に新たに投入する資源を削減した量

鉄道やバスなどの公共交通機関が便利なまち
だと思いますか

14の政策群と33の施策群 ※政策群・施策群の取組の
　詳細はこちら

市 民 実 感
を測る政策指標06

政策群 高齢者にとって暮らしやすいまち
だと思いますか高齢・長寿

市 民 実 感
を測る政策指標

市 民 実 感
を測る政策指標

市 民 実 感
を測る政策指標

障害児・者にとって暮らしやすいまち
だと思いますか

観光やスポーツ・文化により、
にぎわい・活力のあるまち
だと思いますか

市 民 実 感
を測る政策指標08

政策群
暮らし・コミュニティ お住まいの地域は暮らしやすいまち

だと思いますか

経済的な活力があるまちだと思いますか 50.4%市 民 実 感
を測る政策指標11

政策群
産業

魅力的なまちだと思いますか 69.4%市 民 実 感
を測る政策指標12

政策群
まちづくり

以前より環境に配慮した
行動をするようになったと思いますか 71.6%市 民 実 感

を測る政策指標13
政策群

14
政策群

環境との共生

身近な自然環境が充実しているまち
だと思いますか 68.8%市 民 実 感

を測る政策指標みどり

30.9%

79.0%

77.6%

81.0%

47.1%
サーキュラーエコノミー※10やAI・半導体関連など将来の成長産業における企業集積の促進、革新的な技術を有す
るスタートアップ※11の創出・成長・立地、中小企業の経営力・生産性向上や循環型経営への転換支援、国内最高レベ
ルの横浜港の物流機能を生かした国際競争力の強化

都心臨海部や新横浜都心において、世界を魅了する水際線の形成をはじめとする魅力的な都市空間の形成・活用
や回遊性の向上、山下ふ頭の再開発、返還を契機とした新根岸地区におけるまちづくり、郊外部における地域の特色
や歴史などの資源を生かした誰もがいきいきと暮らせる住まいづくり・まちづくり

様々な主体と連携した「市民の行動変容」 「事業者の行動変容」 「脱炭素イノベーション」 「市役所の率先行動」の推
進、横浜グリーンエクスポの開催を通じた地球規模の課題共有と解決につなげる行動変容、再資源化※14の促進、
積極的なシェアリングサービスの利用等を通じた横浜らしい循環型都市への移行

豊かな住環境の形成、望まない受動喫煙の防止、デジタル手法等の導入による地域活動に参加しやすい環境整
備、地域図書館の老朽化対策、図書取次拠点の増設、新たな図書館整備、外国人が地域で活躍できる環境づくり、
生活困窮等困難を抱えている人への早期支援

地域との協働を基盤とした買い物などの日常的な生活支援や、ボランティア、就労的活動などの社会参加支援、
データ等を活用した健康づくり・介護予防、安心して暮らし続けられる仕組みづくり

バスネットワークの維持や交通空白地の解消、地域公共交通への自動運転技術の導入支援、シェアサイクルなど多
様で魅力的な移動手段の充実、高速鉄道３号線の延伸など交通ネットワークの強化や渋滞対策

戦略的な誘客プロモーション、MICE誘致、夜景を含めた水際線の魅力向上等を通じた戦略的な回遊性向上、ク
ルーズ船誘致、地域に根ざしたスポーツの振興、大規模スポーツイベントの誘致開催、身近な地域での文化を通じ
た地域コミュニティの形成、様々な主体との連携による創造性を生かしたまちづくり

多様な暮らしや就労を支える取組、個々の状況に応じた本人の主体性を獲得する力を引き出し育てていく支援、庁
内の関係部局や、関係機関等との連携を強化し、乳幼児期・学齢期・青年期・成人期を通じた切れ目のない支援

「やさしい公園づくり」や柔軟な運営による公園の一層の活用、プレイパークをはじめとするこどもの体験機会の
拡充、３つの動物園の特性を伸ばした体験価値の向上、豊かな農のブランディングによる都市の魅力向上、郊外部
に残された樹林地の保全、魅力を実感できる新たなみどり空間の創出

【24件】
（4年間累計）

【870,000人】
【10,000社】
（4年間累計）

【8.0時間】

【1,100万人】
【22件】

（4年間累計）

【100％】

【維持・増加】
76.2％以上
【8,000t】

【33％以下】
【2,790件】

（R6-10累計）
【維持・増加】

78.4％以上

【増加】
102,463人超

【増加】
74.3％超
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【半減】

【53地区】

【5,500億円】
【1,100万人泊】

【75％以上】

【7,000人】

【1,200人】

【80箇所】
【33％以上】
【維持・増加】

76.5％以上
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【目標値】

【目標値】

【目標値】【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【9,000人】
【75％以上】

【294隻/年】

【2,110社】
【15.5万人】

【増加】
0％超

【74％】
【25％以上】

【61,000人】

【70％】　　　 

【70％以上】
【増加】

7,920人超

【維持・増加】
87.3％以上
　【４か月】

【維持・増加】
79.4％以上

【2％】
【１割減少】

【4,000万人】
【220回】

【75％以上】

【0人】 

【540人】

【維持・増加】
 78.9%以上

【1,540千人】
【3箇所】

●市内スタートアップ雇用者数
●商店街など身近に買い物や飲食ができる
場所があると感じる市民の割合

●超大型コンテナ船着岸数

●みなとみらい地区の事業所数
●みなとみらい地区の就業者数
●郊外部主要駅における来街者数の対前年
変動率

●脱炭素の取組進捗率（市役所）
●シェアリングエコノミー※16に参加している
と答えた市民の割合

●サーキュラーエコノミーに関する事業へ
の参加人数

●自治会町内会活動に係る補助金等のオン
ライン申請率

●本に触れる機会が増加したと答えた市民の割合
●自立に向けた支援につながった対象者数

●今後（老後）の暮らしについて考えたり、　
誰かと話したことがある人の割合

●特別養護老人ホームに要介護３以上で　
入所した人の平均待ち月数

●市営バス・地下鉄を安心して利用できると
答えた市民の割合

●シェアサイクル普及率
●市内の主要渋滞箇所数

●観光入込客数
●クルーズ船寄港数
●横浜市は文化の参加機会や楽しめる環境
が充実していると思う市民の割合

●医療的ケア児の待機児童数

●医療的ケア児・者等支援者養成数　　　
（養成研修修了者数累計）

●市民の動物園に関する満足度

●市内産農畜産物直売所利用者数
●都心臨海部の新たな魅力あるみどり空間
の創出数

【目標値】

【目標値】

【目標値】【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

【目標値】

●市内新規投資件数
（サーキュラーエコノミー・AI関連）
●中小企業雇用者数※12

●支援施策により経営の改善・安定に
つながった中小企業数

●都心臨海部・新横浜都心での来街者
滞在時間数

●水際線の来街者数
●京浜臨海部における産業系の大規模
建設投資件数

●脱炭素の取組進捗率
（環境クレジット制度※15への参加）
●環境にやさしい行動に取り組んでいると
答えた市民の割合

●企業マッチング等による投入資源削減量※17

●直近１か月で受動喫煙の機会があると答えた市民の割合
●居住環境に配慮した住宅ストック※8数

●地域社会において多様な文化を理解し合う
ことが重要と考える市民の割合

●介護予防・フレイル※5対策等につながる　
通いの場等に参加した人数

●医療専門職の個別的支援（ハイリスクア
プローチ※6）により、状態が維持・改善し
た高齢者の割合

●バス運転士数充足率　　　　　　　
（2024年度の運転士の定員数に対する割合）
●交通空白地の解消　　　　　　　　　　
（市域面積に対する交通空白地の割合）
●外出が増加した地区数

●観光消費額
●延べ宿泊者数
●横浜市はスポーツの参加機会や楽しめる
環境が充実していると思う市民の割合

●グループホーム※7利用者数

●福祉施設から一般就労への移行者数

●公園等でのこどもの体験機会の創出数
●農に親しむ機会があると答えた市民の割合
●よこはまのみどりを魅力的と感じる市民の
割合

施策群

施策群

施策群施策群

施策群

施策群

施策群

施策群

経済成長

都心部・臨海部のまちづくり

カーボンニュートラル※13地域の生活環境

高齢者支援

市民の移動手段の確保

障害児・者支援

公園・動物園

24

26

2816

14

20

15

31

循環型社会に向けた取組多文化共生

みどりの保全と創出

3018

33

地域産業

郊外部のまちづくり

横浜グリーンエクスポ学び・交流を支える地域の情報拠点

都市農業

25

27

2917

32

19
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施策群
観光・MICE※921

文化芸術23

スポーツ22
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な
指
標



素材・部品製造

製品製造

消費・使用

原材料・資源

サービス・販売

廃  棄
（焼却・埋立）

つくる

シェア

リサイクル

バイオマス発電

中古製品再製品化

修理

自
然
へ
戻
す

自
然
へ
戻
す

自
然
へ
戻
す

9 10

　環境・経済の両面から持続可能な都市を実現するため、サーキュラーエコノミー（循環経済）の取組を進め
ます。サーキュラーエコノミーは、資源やエネルギーの循環利用により環境負荷を減らし、カーボンニュート
ラルの実現にも貢献します。また、新たなサービスや技術を生み出し、経済の活性化にもつながります。
　横浜ならではの都市の特性を生かした「横浜らしいサーキュラーエコノミー」の取組を推進し、持続可能な
循環型都市を目指すとともに、この取組を横浜グリーンエクスポ等を通じて世界に発信します。

　サーキュラーエコノミーやAI・半導体等、最先端技術の進展などの世界潮流を見据えるとともに、世界に
誇れる水際線や三溪園をはじめとした、観光都市・横浜を代表する資源を生かして、横浜の観光・経済におけ
る強み・ポテンシャルを最大化するとともに、未来に向けた産業創出に取り組み、経済の持続的な成長・発展
につなげます。
　さらに、積極的に海外活力の取り込み、横浜ブランドの海外への発信を進め、国内外から人や企業が
集まる、グローバル都市横浜を目指します。

　「政策 - 施策」の体系のもと、個別分野別計画等の推進も含め、政策群に位置付ける今後４年間で重点的に進める総合的な取組を市民目線で推進することはもちろん、先人たちが築き、維持・継承してきた都市基盤や経済環境、
みどり・農・海等豊かな自然環境など、横浜のポテンシャルや魅力をより高め、横浜の更なる持続的な成長・発展につながるテーマについて、「明日をひらく都市プロジェクト」として、３つのテーマで施策横断的に取り組みます。

明日をひらく都市プロジェクト

循環型都市への移行 観光・経済活性化～生産・消費・再資源化のあらゆるステージで
   循環型都市を目指す「YOKOHAMA CIRCULAR LINK」～ ～にぎわいが経済を育み、世界とつながる横浜へ～01 02

横浜の強み・特性

「たべる」サーキュラー 「つなぐ」サーキュラー

食・農分野 資源調達分野

企業活動分野 建築・住宅分野

消費・行動変容分野 DX分野

サーキュラーエコノミーが国際的な潮流となっていく中、
これらの取組を広く世界へ発信し、
アジアを代表する循環型都市へ ３つの取組を連動して進め、市民が世界に誇れる都市へ

市民意識多様性大規模

「横浜らしい」循環型都市へ

観光発展 経済成長 グローバル都市の推進＋ ＋

横浜の「農」を生かした
食の循環

 動静脈連携により、
再生資源の更なる活用を目指す

「つくる」サーキュラー
社会情勢変化を経済成長の

きっかけにつなげる

「くらす」サーキュラー
資源の宝庫である

「建物」のサーキュラー化

「とりくむ」サーキュラー
身近な取組から

未来を変えていく

「みえる」サーキュラー
物質循環の流れを「見える化」

●世界に誇れる更なるにぎわい形成の舞台となる
水際線や三溪園など、観光資源の磨き上げと、
インバウンドを狙った誘客の仕掛け

●イベント主催者や観光事業者等と連携した
夜まで楽しめ、朝から楽しめる観光まちづくり
と、宿泊施設の立地促進

●都心部と郊外部のにぎわい拠点の相乗効果

●都市の国際プレゼンスや企業の競争力
を高める、サーキュラーエコノミーや
AI・半導体などの成長産業を創出・育成

●多様な働き方や企業活動を支える
次世代の産業拠点を形成するまちづくり

●国際的リーダーシップの
発揮等を通した
グローバル都市ブランディング

●国際的影響力のある機関・企業等、
海外活力の取り込み

●異文化コミュニケーション力の育成等、
グローバル人材の育成

観
光
発
展

経
済
成
長

グローバル
都市として
の成長

観光発展
経済成長
への寄与

世界での認知度が高まり、
選ばれる都市になる

世界をより身近に感じ、
世界とつながる

にぎわいの形成と、
横浜の観光・経済の強化

変化を力に、成長を続ける

グローバル都市の推進



[新横浜]
業務機能の
更なる誘導

[新根岸地区]
返還跡地の
まちづくり

[京浜臨海部]
イノベーション
ハブの形成

[都心臨海部]
水際線の
整備

都心部の
コア

郊外部の
コア
郊外部の
コア

｢ダブルコア｣のまちづくり
郊外部のコア

環境と共生したこれからのまちづくり
郊外部まちづくりのアップデート

｢ダブルコア｣のまちづくり
都心部のコア

公共による基盤整備や規制見直しをトリガーに、
より広域な民間まちづくりへ連鎖

横浜
グリーンエクスポ

交通インフラ
新たな交通
新たなインター

機能集積
集客・流通
自然・農業

[上瀬谷地区]

横浜グリーンエクスポも
契機に郊外部へ

魅力的なまちの姿を広げる

鉄道沿線や幹線道路沿道など、
新たな郊外まちづくりへの
展開・機能連動

郊外部における
魅力的な住まいや
雇用の場の創出

郊外部における
魅力的な住まいや
雇用の場の創出

“LARGE新横浜”
 へと機能拡張 産業拠点の発展

緑と文化に囲まれ
環境と共生するまち

水際線の形成を契機に
まちなかへの軸線を通じて
都心臨海部全体を活性化

市西部地域の
交通ネットワークの構築

新たな交通

災害時の支援＆
輸送ネットワークの強化

新たなインターチェンジ
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　人口減少社会においても持続的に成長・発展する都市を目指して、未来を創るまちづくりを進めます。
　従来の都心部だけでなく郊外部にも活性化の拠点を創り、これまで以上に郊外部のまちづくりに力を
入れていきます。あわせて、人や企業を呼び込み、都市活力の維持向上につなげる全市的な土地利用規制の
見直しや、成長の土台となる市民の皆様の安心・安全な暮らしを守る基盤づくりを進めます。

未来を創るまちづくり ～日々の暮らしを豊かにし、
　都市の経済を成長させ、活力あふれる横浜へ～03

行政運営1市街地の拡大に伴う
インフラ施設の整備

インフラ

都心部をコアとする
都市の骨格を形成

拠点

人口急増に対応し、
無秩序な都市開発を抑制

土地利用
こ
れ
ま
で

未
来
を
創
る
ま
ち
づ
く
り 便利で安心な市民サービス

行政運営の最適化

横浜市が推進するDX※2の事例と４年後の姿（ビジョン）

01

02

DX
推進

取組１（１）

取組2

取組１（2）

取組３（１）

取組１（3）

取組３（2）

取組１（4）

取組4

「行かない」、「待たない」、「書かない」、「回らない」窓口の実現

業務の効率化と生産性向上

AI活用による市民サービス向上

効率的な組織体制の構築

地域課題の解決に向けた取組強化

戦略的な人材育成と働きがいのある職場づくり

公民連携で実現する社会課題解決

歳出改革の推進

　少子高齢化社会の進展や、生成AI等の最新技術の発展など、社会の状況が大きく変化する中で、横浜
市では一層、イノベーションを加速していく必要があります。
　デジタル技術の活用をはじめとした便利で安心な市民サービスの向上、BPR※1による業務効率化等で
目指す行政運営の最適化を両輪として、行政運営を進めていきます。
　また、職員が働きがいを実感できる職場をつくるために、戦略的な人材育成の推進や、働き方改革、
就業環境の更なる向上等を進め、市役所のチーム力向上につなげます。

人や企業を呼び込み、
都市活力の維持向上に
つなげる規制見直し

新たな拠点を
郊外部の活性化

につなげる
｢ダブルコア｣の

まちづくり

適正な管理により、
安心して暮らせる
都市基盤づくり

安心して暮らせるまちづくり
まちの基礎であるインフラ施設（上下水道・道路等）を、着実に維持管理します。

将来の大規模災害にも備え、市民の皆様の安心・安全な暮らしを守ります。

規制見直しを通じた機能誘導
土地利用規制を時代の変化や社会ニーズに合わせて全市的に見直します。

地域ごとの特性に応じた、人や企業を惹きつけ活力ある魅力的な市街地を形成します。 ※1 BPR ： Business Process Re-engineeringの略称。既存の業務内容や業務フロー、組織構造などを見直し、再構築すること
※2 DX ： Digital Transformationの略称。デジタル技術やデータを用いて、社会や生活の形を変えること

行財政運営
　政策分野の総合的な取組や横断的な取組を進めるに当たって、これらを支える土台となる取組です。政策
推進・行政運営・財政運営を密接に連動させることで、持続可能な市政運営を更に強化します。
　「施策の推進と財政の健全性の維持」を両立させることを目指し、限られた経営資源を最大限に活用しな
がら、将来にわたって安定した行政サービスを提供できる体制・仕組みを構築し、市民の皆様の信頼に応え
る持続可能な市政運営を実現します。
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●市と県の二重行政   ●不十分な税制上の措置
●人口減少社会の到来・超高齢化の進行   ●公共施設の老朽化対策

大都市横浜が抱える主な課題

詳しくはこちら

2025（令和７）年９月10日　「新たな中期計画の基本的方向」公表

2025（令和７）年12月３日　素案の公表

2026（令和８）年５月1３日　原案の公表

2026（令和8）年6月5日　 策定

　政令指定都市制度特有の課題を抜本的に解決し、厳しい社会経済情勢においても、将来にわたってより良い行政
サービスを市民の皆様に提供していくためには、政令指定都市制度に代わる新たな大都市制度「特別市」の実現が必要
です。

　横浜グリーンエクスポは、瀬谷区・旭区の旧上瀬谷通信施設を舞台に開かれる、世界の花・緑や、環境にやさしい未来
をつくる最新技術が集う国際的な博覧会です。気候変動という地球規模の課題の解決に向けて、「環境と共生する未来
のグリーン社会」の在り方を、横浜から世界に向けて発信します。

「特別市」の早期法制化の実現に向けて

計画の策定経過

横浜グリーンエクスポ

国以外の仕事は全て横浜市が担います

横浜市の役割・仕事量に見合った公平な税制にします

県や近隣市町村と協力して行政運営を行います

区役所機能・住民自治を強化します

市のサービス

市 の 税 金

近 隣 市 町 村

区

新たな大都市制度 「特別市」 が課題を解決

財政運営2

誰もがわかりやすく共感できる財政広報の展開・情報発信04

取組1

取組2

世代やニーズに応じた、わかりやすく利活用しやすい財政広報の展開

地方税財政制度の充実に向けた課題提起

市民ニーズに柔軟かつ的確に応え続けるための持続可能な財政運営の推進01

取組１ 減債基金の臨時的な活用からの脱却に向けた歳出改革の推進
（施策・事務事業の最適化、財源確保等の徹底）

取組2 将来を見据えた税源涵養の取組等の推進
（税財源基盤の強化、ふるさと納税の推進等）

取組3 公平公正な税務行政の推進と市税収入等の確保

将来を見据えたファシリティマネジメント※３（資産の総合的なマネジメント）の推進03

取組1

取組2

取組3

資産の適正化の推進

公共施設の適正化の推進

公共工事における建設業の働き方改革の推進、
適正な発注による品質確保

将来世代に先送りしない適正な債務管理と投資管理02

取組1

取組2

取組3

取組4

計画的・戦略的な市債活用と残高管理

計画的・戦略的な投資管理の推進

市場から信頼される市債の安定的かつ円滑な発行

特別会計※２・企業会計の更なる健全化の推進

　横浜を取り巻く社会経済情勢がかつてないスピードで変化する中、市民の皆様の新たなニーズにも
柔軟かつ的確に応えつつ、多様化・複雑化する課題等に対し、常に中長期的な財政運営の展望を持ち
ながら、持続可能な財政運営を推進する必要があります。
　そのため、より効果的・効率的な財政運営を目指し、前例にとらわれることなく施策の質の向上や事業
の新陳代謝を積極的に進めるなど、「創造・転換」を理念とする歳出改革に取り組むことで、2029（令和
11）年度に実施する2030（令和12）年度予算案の編成で減債基金※1の臨時的活用からの脱却を実現
します。

写真提供 ： 横浜市観光協会（表紙の風景写真）、ピクスタ（人物写真の一部）令和8年6月
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名 　 　 称
正 式 略 称
開 催 者
開 催 場 所
開 催 期 間
テ ー マ
博覧会区域
ク ラ ス
参 加 者 数

： ２０２７年国際園芸博覧会
： GREEN×EXPO 2027（グリーンエクスポニーゼロニーナナ）
： GREEN×EXPO協会（公益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会）
： 旧上瀬谷通信施設（瀬谷区・旭区）
： 2027年３月19日(金) ～ ９月26日(日)（192日間）
： 幸せを創る明日の風景 ～Scenery of the Future for Happiness～
： 約100ha(会場区域80ha)
： A1（最上位）クラス（AIPH承認＋BIE認定）
： 1,500万人（有料来場者数 ： 1,000万人以上）

開催概要

本編はこちら

※1 減債基金 ： 市が発行した市債の将来の償還（返済）等に備えて、計画的に資金を積み立てるために設置している基金
※2 特別会計　：　港湾整備事業費、中央卸売市場費、中央と畜場費、市街地開発事業費、自動車駐車場事業費、新墓園事業費、風力発電事業費
※3 ファシリティマネジメント ： 土地・建物等を経営資源と捉え、価値の最大化と公共施設の機能・サービスの持続的な維持・向上の視点から、
　　　　　　　　　　　　　  保有のあり方・維持管理・利活用を最適化すること




